予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：警察費　　項：警察管理費　　目：公安委員会費
	事業名: 防犯関係事務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　警察本部　生活安全部　生活安全総務課　電話番号：058-271-2424（内3011）

　　　　　　E-mail：c18879@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：12,602千円（前年度予算額：3,761千円）
	要求内容


	１　要求の内容


（１）警備業務の実施の適正を図るため、警備員指導教育責任者講習、警備員検定等を実施する。
（２）古物営業、質屋営業の必要な規制等を行う。

（３）使用済金属類営業の必要な規制等を行う

	２　所要経費


（１）警備業関係

・　警備員指導教育責任者講習関係　　　　　  1,555千円
・　機械警備業務管理者講習関係　　　　　　　　277千円

・　警備員検定関係　　　　　　　　　　　　　　725千円

・　事務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　 70千円

（２）古物営業、質屋営業等関係

・　事務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　228千円

（３）使用済金属類営業関係

・　事務費　　　　　　　　　　　　　　　　　9,747千円

	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	3,761
	0
	0
	3,761
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	12,602
	0
	0
	12,602
	0
	0
	0
	0
	0

	決定額
	12,602
	0
	0
	12,602
	0
	0
	0
	0
	0


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
１　警備業関係

警備員が資格を取得するための講習や検定を行うことで、警備員自身の知識や技能の向上を推進します。
また、継続的に警備員指導教育責任者等への講習を行うことで、業界の資質向上を図り、安全産業を定着させることで、犯罪や暴力、事故のない安心して暮らせる岐阜県づくりを目指します。
２　使用済金属類営業関係
(1) 金属類の盗難が多発していることから、これら盗まれた物がお金に換えることができないよう、岐阜県使用済金属類営業の規制に関する条例（仮称）を制定します。

(2) 条例では、金属や金属等をリサイクルする取引をする場合には公安委員会の許可を取得して頂くこととしており、許可業者を登録するシステムを整備して、許可申請の速やかな受付と適切な管理に努めます。

(3) 県民の皆さんや許可を必要とする業種である方々に条例の内容を知って頂けるように説明資料の作成をします。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	警備員指導教育責任者講習受講者
	（H  ）
	57人
（H22）
	37人
（H23）
	69人
（H24）
	（H  ）
	％


	機会警備業務管理者講習受講者
	（H　）
	15人
（H22）
	7人
（H23）
	15人
（H24見込み）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	１　警備業関係

指導教育責任者講習及び直接検定については、毎年、資格取得希望者の需要があり実施しているものであるが、県下資格者数の目標等は設定していない。
　また、現任講習についても年ごとに新規認定業者や廃業等で対象業者数の変動があり、指標については設定していないもの。
２　使用済金属類営業関係
　　条例内容の説明資料や許可証の印刷代等の事務費のため。


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

１　警備業関係

事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
(1) 警備員指導教育責任者講習（新規・追加取得）
・１号　平成24年7月3日（火）より５日間（受講者23名）
・２号　平成24年8月20日（月）より５日間（受講者20名）
・３号　平成24年11月5日（月）より５日間（受講者10名）
・４号　平成24年12月3日（月）より開催予定
(2) 現任指導教育責任者講習

　  ・１号　平成24年7月19日（木）（受講者40名）
　  ・２号　平成24年7月24日（火）（受講者41名）
　  ・３号　平成24年7月20日（金）（受講者4名）
　  ・４号　平成24年7月23日（月）（受講者8名）
(3) 警備員検定（直接検定）

　  ・交通誘導警備業務１級・２級　平成24年8月27日（月）（受検者5名）
　  ・雑踏警備業務１級・２級　平成25年1月21日（月）より開催予定
(4) 機械警備業務管理者講習
　・平成25年実施予定


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
１　警備業関係

　　指導教育責任者講習及び直接検定の募集に対しては多数の申込みがあった。
また、現任指導教育責任者講習においては７月に業務区分１号～４号（延べ91名）に対して講習を行った。
各種講習等については、来年度以降も継続して実施する予定である。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○

	１　警備業関係

治安情勢等から安全産業への需要や期待は高まっていることから、業界の資質向上を図るためにも、事業の必要性は高い。
２　使用済金属類営業関係
(1) 条例制定により許可申請にかかる事務費が必要

(2) これまで許可申請が不要で行われてきた業種が条例施行後は許可を取得しなければ無許可営業となってしまうため周知活動が重要

(3) 県民が無許可の業者を利用しないためにも周知活動が重要

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○

	１　警備業関係

警備業に関する講習や検定に際しては、多数の受講、受検申込みがあ
るなど、適正な警備業務の実施に寄与している。



	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	１　警備業関係

講習開催に必要な会議室と体育館を備えた会場、及び資機材の借上げ
について、開催の都度検討を加えながら効率化を図っている。専門的な
内容であるため、高い知識を有する者に講習・検定を委託して実施する
ことが、最も効率的である。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
１　警備業関係
昨今の治安情勢からも安全産業への期待と需要は高まっていることから、警備業界全体の更なる資質向上、ひいては県内の治安改善を図るためにも、今後も定期的に実施することが必要である。

２　使用済金属類営業関係
　　平成25年第１回定例県議会に条例を上程予定としている。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
１　警備業関係

警備員の退職や人員交代等で今後も講習や検定の需要が見込まれること、また、現任講習を受けた指導教育責任者が役職交代する場合もあることから一時的な講習では効果は薄く、継続して実施することが必要となる。

２　使用済金属類営業関係

　　使用済金属類営業の許可申請に関する事務費用は次年度も必要となる。


